
 評価シヸト４ 離職者訓練 

訓練修了後 
３カ月時点の 
施設内訓練の
就職率 
80％以上 

評価の視点 １ 
 実施内容 

  施設内訓練 

 離職者の早期再就職に資
するため、ものづくり分野
を中心とした訓練を実施 

就職率 

数値目標 
８０％以上 

施設内訓練 
就職率 

８２．８％ 

       （前年同期実績 80．9％） 

うち常用雇用率６8．7％ 
       （前年同期実績 ６８．2％） 

  対前年同期比で、       
  機構設立以来最高値（82.6％）となった 

平成２２年度を上回るペース 

（※訓練終了後3ヵ月時点の実績（平成23年12月末）） 

【参考】都道府県就職率 施設内訓練 63.0％ 
  

0  

5,000  

10,000  

15,000  

20,000  

25,000  

30,000  

35,000  

H19 H20 H21 H22 H23.9 

28,949  

27,144  

29,405  

25,718  

12,347  

入所者数(人) 
就職率(%) 

81.9  
79.2  78.6  

82.6  82.8  

31.8  

26.7  26.1  28.0  
32.3  

離職者訓練等の実施状況 

72.5% 

74.4% 

78.5% 
79.3% 

79.5% 

80.9% 
81.3% 81.4% 

82.0% 
82.6% 82.4% 82.4% 

75.3% 

78.1% 

80.4% 
81.5% 81.9% 

82.8% 

70.0% 

75.0% 

80.0% 

85.0% 

90.0% 

施設内訓練(平成22年度) 

施設内訓練(平成23年度) 

平成２３年度離職者訓練実績推移（対前年同期比較） 

〈雇用失業情勢〉 
・平成２３年９月の完全失業率    ４．１％ 
・平成２３年９月の有効求人倍率 ０．６７倍 

就職率 

（平成２３年度上半期実績） 
 施設内訓練入所者数 
 829コヸス、12,347人   

（高障求機構） 
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 入所者数（施設内訓練）（人） 

安定所就職率(%) 

12月末 
の就職率 

機構施設内訓練就職率(%) 



   

  高い就職率を達成している指導員の就職支援に 
  係る行動特性やノウハウを集約し、共有化。 

【就職支援行動ガイドの活用】  
  潜在的に採用意欲のある求人企業の開拓及びハロヸワヸクとの 
  連携等による求人情報の提供。  

  就職内定後の受講者に対して、内定企業が求める課題 
  等の追加指導を実施。 

  厳しい雇用失業情勢に応じて就職支援の重点事項 
   を設定し、就職支援項目ごとの進捗管理を実施。 

【就職支援マップの活用】    
  習得した職業能力を求人企業へアピヸルするため習得 
  度測定の成果物を活用。 

  職業能力開発施設が詳細な訓練生求職情報を独自に作 
  成し、求人開拓先企業に提供。 

   受講者の職業意識啓発のための訓練導入講習を担え 
  る民間教育訓練機関の講師の育成のノウハウの共有化。 

【ワヸクガイダンス講習テキストの活用】 

就職支援における
取組 

【ワヸクガイダンス講習】 
受講者の職業意識啓発のための訓練導入講習 

就職支援マップとは 
 

就職支援実施結果を評価し、改善・見直しに取
り組むため 
 ① 全国の取組やノウハウを形式知化し、  
  組織全体で共有化 
 ② 就職支援を右図のＰＤＣＡサイクルに 
  より実施 
 ③ 所長を最高責任者とした役割分担と 
  進捗管理 等を行う。 

就職促進活動計画 
策定 

（就職対策委員会） 

就職支援の流れ 
離職者訓練（施設内訓練） 

Ｐ 
各就職支援 
メニューの実施 

Ｄ 
就職支援 

実施結果の評
価 

Ｃ 
就職支援の 

改善・見直しの
方向性 

Ａ 

（高障求機構） 
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人材ニヸズの把握に
よる真に必要と 
されている 
訓練コヸスの設定 

評価の視点 ４ 
 

地方運営協議会 
(都道府県センタヸ) 

ものづくり人材育成推進協議会 
(職業能力開発施設) 

ヷ能力開発に係るニヸズ把握 
ヷ訓練実施計画の策定方針等 
ヷものづくり分野に係る能力開発の推進 

構成 

訓練計画専門部会 

ヷ労働局職業安定部職業安定課長 
ヷ県商工労働部産業人材課長 
ヷ中小企業団体中央会事務局長 
ヷ電気工事業工業組合理事長 
ヷ専修学校各種学校連合会理事 
ヷ大学教授  等 

離職者ヷ在職者訓練の次年度計画（案）において、 
ヷ各施設から半径４０ｋｍ圏内において、都道府県及び民間教育訓練機関等の
訓練科（コヸス）と競合がないか 
ヷ訓練ニヸズを踏まえた訓練設定となっているか 等 
訓練科（コヸス）等の適否の審査（各訓練科（コヸス）ごとに一つ一つ確認）
を実施。 
（民間教育訓練機関等から意見を聴取した。） 

民間では実施できない
もののみに限定して 
実施（施設内訓練） 

評価の視点 ３ 
 

雇用失業情勢等に配慮しつつ、主に民間では 
実施していない、ものづくり分野へ重点特化し 
職業訓練を的確に実施 
     

(1,449ｺｰｽ) 
(485科) 

(1,565ｺｰｽ) 
(529科) 

(1,520ｺｰｽ) 
(517科) 

0% 50% 100% 

H23 

H22 

H21 

ものづくり系 非ものづくり系 

ものづくり分野コヸス比率 

95.0％ 

96.3％ 

96.5％ 

5.0％ 

3.7％ 

3.5％ 

（高障求機構） 

（高障求機構） 
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キャリアヷコンサル
ティングの実施による 
訓練コヸスの選定、受
講者の能力把握 

評価の視点 ２ 
 

ジョブヷカヸドを活用したキャリアヷコンサルティングの
実施    

◇指導員等をジョブヷカヸド交付を担う登録キャリアヷ 
コンサルタントとして養成 
→ 訓練受講中及び受講後のキャリアヷコンサルティング 
 による就職支援 

（参考）高い就職率を支えるキャリア形成支援の取組 

キャリアヷコンサルティング実績 

ヷキャリア形成支援コヸナヸ（自施設内に設置）  
 １０２，１７７件（122,540件（前年同期実績））                

ヷキャリア形成相談コヸナヸ 
 （ハロヸワヸクに設置）   
    ９１，３１１件（163,629件（前年同期実績）） 

平成２３年度より、機構の実施する委託訓練が
都道府県へ移管され、受講者が大幅に減尐した
こと等により相談件数が減尐 

（厚生労働省） 



 
 
 

 
 

 
 雇用保険を受給できない離職者（受給を修了した
方を含む）に対して、専修ヷ各種学校、教育訓練企
業、NPO法人、社会福祉法人、事業主などが、中央
職業能力開発協会により訓練実施計画の認定を受け
て行う無料の職業訓練 

緊急人材育成ヷ就職支援基金による 
職業訓練（基金訓練）の概要 

 
 

 
 
 

 
中央職業能力開発協会の委託を受け、 
平成21年7月から主に以下の業務を実施し、 
目標値を大きく上回る実績を確保した。
◈ 基金訓練実施機関の開拓及び実施状況の確認 
◈ 求職者に対するキャリアヷコンサルティング等 
◈ 訓練奨励金等の申請書受付ヷ調査確認等 
 

 

基金訓練における機構の取組 

  

 
 
ヷキャリアヷコンサルティング ９６，７７９件 （前年同期実績 118,387件） 

ヷジョブヷカヸド交付件数   ２２，０９０件 （前年同期実績   26,240件） 

【参 考】要望のあった実施機関には、担当職員を派遣し、キャリアヷコンサルティング等の実施方法等を指導するなど、実施機関自ら行
えるようにするという政策の方向性に沿って取り組んだ。 
 
                          

求職者に対するキャリアヷコンサルティング等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◈ワヸクガイダンス講習ヷ指導者養成講座  

112回2,220人参加（前年同期実績 123回、1,754人参加） 
 

◈職業横断的スキル習得コヸス（ＩＴスキル）及び新規成
長ヷ雇用吸収分野等訓練コヸス（基礎演習及び実践演習）に
ついて訓練カリキュラム事例集を活用の上、民間教育訓練機
関等におけるコヸス開発の支援 

中央職業能力開発協会へ取り次いだ約4,1００機関
のコヸスが認定され、各地域の実施機関にて訓練を
行うこととなった。 

 
 

ヷ基金訓練の認定申請書の受理件数       １５，８０１件 
                            （前年同期実績 8,984件） 
 

ヷ訓練奨励金の申請書の受理件数             １３，７１６件 
                            （前年同期実績 4,875件）  
                    

ヷ新規訓練設定奨励金の支給申請書等の受理件数２，４１９件    
                            （前年同期実績 3,755件） 
 

 

ヷ実施状況確認のための訪問件数          ２３，４６３件 
                            （平成２２年度実績 28,219件） 

 
                          

 申請書受理ヷ調査確認 

   ◈平成2３年９月末までに１２万人分の 
    訓練実施に向けた定員確保 

＜ 開拓目標値 ＞ 

 基金訓練実施機関の開拓 

＜ 実績値 ＞ 

  定員 ３６６，０９５人 
          （前年同期実績 274,328人） 

「緊急雇用対策」
における役割 
 （高障求機構） 

21 



「指導員再訓練」の実施 

カリキュラムモデル等の公開 

就職支援ツヸルの紹介等 

都道府県や民間教育訓練機関に 
 

対し、講習会や会議の場の活用 
 

等により職業訓練や就職支援に 
 

係るノウハウを提供 

事例集等の提供 

「基金訓練カリキュラム事例集」の提供    

基金訓練 

雇用ヷ能力開発機構 

都道府県等への 
職業訓練や就職支援 

に係るノウハウの提供 
 

 

※受講者は主に民間教育訓練機関等の講師 
 

都道府県、民間教育訓練機関 

都道府県や民間教育訓練機関への訪問や都道府
県が開催する会議等の場を活用し、下記の就職
支援ツヸルを紹介。 
 

 ◆「就職支援マップ」 
 ◆「学卒者訓練における就職支援事例」 
 ◆「就職支援行動ガイド」 

 ◆受講者数 ９１２人 
（前年同期実績 794人） 

（内訳） 
 都道府県 ８26人 （前年同期実績    740人） 

 民間企業  86人  （前年同期実績   54人） 

研究成果や開発したカリキュラムモデル等を 
職業能力開発総合大学校ホヸムペヸジで公開 
 

 ◆アクセス件数     ４３７，３５６件 
（前年同期実績 556,508件）  

 ◆ダウンロヸド件数    １４，７３３件 
（前年同期実績  17,426件） 

 ◆開催回数    １１２回 
（前年同期実績 123回） 

 ◆受講者数  ２，２２０人 
（前年同期実績 1,754人） 

「ワヸクガイダンス講習講師育成講座」の実施 

 

カリキュラムを科目ごとから系ごとに一括してダウンロード
できるようにし、利便性の向上を図った。 

（高障求機構） 
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● 専門課程及び応用課程の修了者のうち就職希望者の就職率が各年度とも９５％以上であったか。 
● 地方公共団体との役割分担を一層明確化し、民業補完に徹する観点から、主として若年者を対象とした高度職業訓練に特化ヷ重点化したか。 
● 産学連携や他大学等関係機関との連携の強化を推進すること等により、広く地域社会に開かれた施設運営に努めたか。 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト５ 高度技能者養成訓練 

【自己評価 ： Ｓ（高齢ヷ障害ヷ求職者雇用支援機構）】 
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2.14倍 2.14倍 

1.62倍  

1.28倍  

H19 H20 H21 H22 

98.4% 
96.9% 96.4% 

97.5% 

96.9% 95.7% 

91.8% 
91.0% 

98.5% 
97.4% 

95.2% 
93.1% 

94.6% 94.5% 

88.4% 

84.1% 
84% 

88% 

92% 

96% 

100% 

98.1％ 
（平成24年4月末現在） 

 

（参考）能開大の就職率 

 評価シヸト５ 高度技能者養成訓練 

①専門課程及び
応用課程の 
就職率 
95％以上 

評価の視点 １ 

②若年者を対象 
とした 
高度職業訓練への
特化ヷ重点化 

ヷ高度な技術を兼ね備え、技術革新に対応
できる人材を育成し、厳しい雇用情勢の中
で、引き続き高い就職率を達成できるよう
就職支援を強化 
 

ヷ東日本大震災や円高の影響等により求人
数が減尐する中、過去の求人を分析し、採
用実績のある企業に重点化するなど効果的
な求人開拓に努めた。 

高度職業訓練への特化ヷ重点化 

＜平成２３年度在校生数＞ 
 

 ヷ専門課程  ４，２６５人 
  

 ヷ応用課程  １，８５７人 

  ※平成２３年４月現在   

数値目標 
９５％以上 

就職率 実施内容 

  実学融合の授業カリキュラムの設定（年間の授業時間1,404時間のうち65%が実技ヷ実習） 

  １年次から就職ガイダンスやキャリアヷコンサルティングをきめ細かく実施 

  職業人としての素養や職業意識を高める取組み 
 
   

  能力開発支援アドバイザヸを中心としたジョブヷカヸドの活用による個別の就職支援の強化 
 

能開大の求人増加率 

0  

2,000  

4,000  

6,000  

8,000  

10,000  

12,000  

5,968  6,630  
4,928  

6,674  

5,830  5,908  

3,929  
5,304  

応用課程   
専門課程 

一般ヷ理系大学との就職率の比較    

(注２）大卒求人倍
率は、リクルヸト
ワヸクス研究所
「第２６回ワヸク
ス大卒求人倍率調
査」の数値 

（注１） 文部科学
省と厚生労働省が
実施した「大学卒
業者の就職状況調
査」 （抽出調査）
の数値。 

能開大就職率 

一般大学就職率 
(注 1) 

理系大学就職率 
(注 1) 

短期大学就職率 
(注 1) 

                                      
（人） 

大卒求人倍率（倍） 
(注 2) 

94.6％ 
（平成24年4月１日現在） 

（参考）一般大学（理系） 
の就職率 

（前年同期実績 97.5％） 

修了生の職場定着状況    

(注１)能開大については、修了生のフォロヸアップ調査の結果
（平成２２年調査） 
(注２)一般大学等については、新規学卒就職者の在職期間別離職率の
推移（資料出所：厚生労働省職業安定局集計） 

区分 就職後（3年後）の定着率 

能
開
大 

専門課程 77.3% 

応用課程 84.9% 

一般の大学・短大 大学 68.9%  短大 59.5% 

5月末   9月末  5月末   9月末 

  

35％ 
増加 

6％
増加 

  

   
H22 H23 

５月末 689,774人 
９月末 771,834人 

（参考）ハロヸワヸクの一般求人（正社員）の増加率 

(資料出所)一般職業紹介状況（厚生労働省発表資料） 

１２％増加 

能開大のH23就職内定率の推移   

ヷ職業社会論、キャリア形成論、生産現場を直接体験する企業実習（インタヸンシップ）
の実施 

ヷ職務経歴書の書き方、面接指導など 
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69.4% 

77.0% 

81.7% 

86.7% 

91.6% 

96.0% 
97.5% 

70.0% 

79.1% 

84.2% 

88.4% 

93.5% 
97.2% 98.1% 

65.0% 

70.0% 

75.0% 

80.0% 

85.0% 

90.0% 

95.0% 

100.0% 

10月末 11月末 12月末 1月末 2月末 3月末 4月末 

平成22年度 

平成23年度 

前年度を上回る
ペースで推移 



（参考）平成２３年度申請件数（平成23年11月末現在） 

 ヷ中小企業等との共同研究 （７２件） （平成２２年度実施件数 ６５件） 

 ヷ中小企業等との受託研究 （ 5件）  （平成２２年度実施件数 １２件） 

12 

産学連携や大学等 
関係機関との 
連携強化による、 
広く地域社会に 
開かれた施設運営 

評価の視点 2 

広く地域社会に開かれた施設運営の一環として、 
地域の中小企業等が抱える技術力強化等の課題解決のため、  

  ヷ中小企業等との共同研究 （４９件）（前年同期実績 ５６件） 

  ヷ中小企業からの受託研究 （ ３件）（前年同期実績  ９件） 

広く地域社会に開かれた施設運営 

（継続中） 

                          

    

共同研究の事例 「漁業協同組合のニヸズを踏まえたバイ貝の大きさ選別機の設計ヷ製作」 北陸職業能力開発大学校 

従来、手作業で長時間を要していた魚津市特産品のバイ貝の 
選別作業について、 オヸトメヸション化により尐人数、短時
間、大量選別の実現に向けた装置の設計･製作。 

オヸトメヸション化により選別作業の効率化を実現すると
ともに、船から水揚げした直後に船上での作業にも使用で
きるよう防水対策や揺れ対策機能を付加。選別速度の制御
や選別中の機械振動の低減化に向け改良中。 

課題 

＜バイ貝の大小選別試作機＞ ＜完成イメヸジ＞ ＜船上用選別機＞ 

能開大の取組（継続中） 

＜漁港での実験風景＞ 

小型の貝は
水槽へ落下 

  受託研究の事例 「飛行船を活用した遠隐制御上空撮影システムの研究開発」   青森職業能力開発短期大学校 

飛行機に比べ安価な飛行船を活用し、立入りが困難な急傾斜地
や危険区域での調査を行う方法として、安定的な上空撮影と 
画像編集を容易にするための遠隐制御システムの研究開発。 

飛行船にモヸタや動翼を搭載し、上空の風の状況に応じて、 
安定した高度を維持できる遠隐操作システムを開発。 
GPSモジュヸルの搭載により、地上にて操縦者が高度計測や 
撮影位置を確認できる機能の精度向上に向け改良中。 

＜遠隐制御上空撮影システム＞ ＜飛行実験風景＞ ＜GPSモジュヸル＞ 

課題 能開大の取組（継続中） 

＜空撮画像イメヸジ＞ 

長さ：約5.5㍍ 
重量：約１㎏ 
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県内の電気自動車研究プロジェクトに協力し、試作車のコンセプト
づくりや等の提供などの技術支援を行った 

能開大の資源を 
地域社会に開放 

県内の電気自動車研究プロジェクトに協力し、試作車のコンセプトづくりや等の提供などの
技術支援を行った 

（事例１） （事例２） 

県内の電気自動車研
究プロジェクトに協力
し、試作車のコンセプ
トづくりや製造場所等
の提供などを行った。 

 県内の機械系分野の事
業主団体に対して、「三次
元ＣＡＤ技術」、「ＰＬＣ制
御技術（プログラムで定め
られた順序や条件に従っ
て、設備や機械の動きを
制御する装置）」、に関す
る講習会を実施した。 

地域の中小企業等に対して、人材育成や技術支援の面から支援した。 

                          

6,000  

8,000  

10,000  

12,000  

H22上半期 H23上半期 

8,764  

11,394  

ものづくり体験教室の実施 

ヷ開催回数    139回 
（前年同期実績 １７６回） 

 

ヷ参加者数   11,394名 
（前年同期実績 8,764名） 

                          

地域におけるものづくり振興への支援 

開催事例 

ヷアルミニウム製こまの製作 
 

ヷ銅板レリヸフの製作 
 

ヷライントレヸスロボットの製作 

ものづくり体験教室（参加者数） 

（人） 

3０％増加 

（滋賀職業能力開発短期大学校）  （北陸職業能力開発大学校）  
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● 受講者に対するアンケヸト調査において、職業能力の向上に役立った旨の評価をした者が８０％以上であったか。 
● 事業主に対するアンケヸト調査において、職業能力の向上が見られた旨の評価をした者が８０％以上であったか。 
● 中小企業等を主な対象として、ものづくり分野を中心に真に高度なもののみに限定して実施したか。 
● 訓練開始時及び訓練修了時の能力をそれぞれ把握し比較することにより、受講者が習得した能力（習得度）を測定し評価したか。 
● 中小企業等を主な対象としていることに配慮しつつ、適切な費用負担を求めたか。 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト６ 在職者訓練 

【自己評価 ： Ｓ（高齢ヷ障害ヷ求職者雇用支援機構）】 
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実績 
 評価シヸト６ 在職者訓練 

①受講者に対する
アンケヸト調査に
おいて、 
役に立った旨の 
評価  
80％以上 

評価の視点 １ 

②事業主に対する
アンケヸト調査に
おいて、 
役に立った旨の 
評価  
80％以上 

数値目標８０％以上 

９８．８％ 
（前年同期実績 98.7％） 

①受講者の 
満足度 

47.5 51.3 

1.1 0.1 

受講者アンケート 

（有効回答者数 18,647人 

大変役に立つ 

役に立つ 

役に立たない 

全く役に立たない 

                          

訓練コヸス： 
電気設備設計と電動機
制御の実務 
（香川センタヸ） 
 

（要望）  
電気設備設計に加え、
動力盤制御の実務がで
きる人材を養成した
い。 

（改善） 
 既存のカリキュラムは
電気設備の設計に特化し
た内容だったが、訓練時
間を増やして動力盤の制
御に関する実習を追加
し、設計業務に加え、動
力盤制御の実務が習得で
きるカリキュラムに変更
した。 

改善事例 

アンケヸト調査を分析し、業務の質の向上に反映 

（アンケート結果レーダーチャート） 

訓練コースごとのアンケート結果を
確認するため、右図のとおり７つの
項目が比較できます。 
 

①役立ち度、②教材、③講師の指
導法、④実習、   ⑤希望一致度、 
⑥ﾘﾋﾟｰﾄ度、 ⑦ｺｰｽ総合評価ｽｺｱ 

  

受講者アンケヸト等の結果をコヸスごとに「訓練カルテ」で分析することにより、コヸスの評価ヷ改善に役立てている。 
訓練コヸスの品質保証をする仕組みであり、平成２１年度から全国で運用。 

（コース別ＰＰＭチャート） 
訓練コースごとの市場価値と
品質を評価するため、縦軸に
「応募率」、横軸に受講者ア
ンケートの結果を点数化した
「コース総合評価スコア」をと
り、時系列的な訓練コース評
価ができます。 
 

◈訓練カルテ方式の運用 

２回目 
総合評価スコア 

７７．５ 

１回目 
総合評価スコア 

５１．２ 

                          

＜第１回目＞ 
 総合評価スコア５１．２となり、特に指導法、教材が低かった。 
（要因） 
 受講者から、「言葉のみによる説明が多く、説明のスピヸドも速いため十分理解できな
かった」、「テキストに図表等による解説が尐なくわかりにくかった」との意見。 
（改善ヷ見直し） 
 ヷ 電子回路図や特性グラフなどを活用した説明を多用した。 
 ヷ テキストにデヸタシヸトの図解などの資料を追加し、わかりやすくなるよう工夫した。   

（訓練カルテ方式を活用した改善事例） 

＜第２回目＞ 
 総合評価スコア７７．５まで
上昇。 
 受講者が訓練内容をより理解
することで、満足度を高めるこ
とができた。 

コヸス名：「アナログ回路の設計と評価の実践技術（トランジスタ編）」 

１回目 
２回目 

（受講者・事業主からの声） 

・具体的事例を紹介しながら実技を行う内容でとてもわかりやすかった（受講者） 
・実機を用いた実習内容なので書物などに比べより深く理解が出来ている（事業主） 
・職場内だけで得られない専門知識・技能が習得できスキルアップにつながる（事業主） 

９8．0％ 
（前年同期実績 97.8％） 

 

②事業主の 
満足度 

数値目標８０％以上 

20.5  

77.5  

1.8  0.2  

事業主アンケート 

（有効回答者数 4,165社 

（平成２３年度上半期実績） 
在職者訓練受講者数 2,906コヸス、21,496人       
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 設定基準は、技能ヷ技術や人材育成の分野の外部専門家による専門委員会において審議ヷ決定し、機構が公表したものである。 

          （レベル１）  
制御機器の基本操作関連の訓練コース 

・人材育成ニーズを踏まえた訓練であること 
・中小企業等を主な対象とした訓練であること 
・ものづくり分野を中心とした訓練であること 

・地方公共団体との役割分担及び民間教育訓練機関等と
の競合を踏まえた訓練であること 
・以下の訓練内容を満たすこと。 
 
    
                             
 
 

例：設定基準を満たす在職者訓練の範囲（制御分野） 

訓練内容 

・養成する能力は、以下の①～③のいずれかであること。 
 ① 現場力の強化及び技能の継承ができる能力 
 ② 生産性の向上を実現できる能力 
 ③ 新たな品質の創造又は製品を生み出すことができる能力 

・訓練の仕上がり像は、企業の生産活動等において、牽引的な
役割を担う人材の養成を図るものであること。 
 

基本的要件 

「設定基準」の主な内容 

実施した訓練コヸス例 

＜自動化技術(自動組立／ライン
構築・制御編）＞ 
 
＜訓練概要＞ 
実践的な実習機器による自動組
立ラインの構築実習を通して自
動化ラインを構築するために必
要な制御プログラミングの手法な
どを習得 
＜訓練内容＞ 
シーケンス制御の理論と実習自
動化ライン構築実習  など 

  
（複合・統合） 
情報通信技術や 
ロボット技術を組 
み合わせた制御 
ネットワークの構 
築・保守管理関 
連の訓練コース 

実施内容 

現下の厳しい経済情勢に配慮しつつ、また、民間企業が教育訓練に支出した費用の実情を踏まえ、企業にとって適切な費用負担を 
求めた。 
 

 「地方公共団体との役割分担の一層の明確化を図り、民業補完に徹する観点から、ものづくり分野を中心に「真に高度なもの」 
のみに限定して実施」という基本方針に基づき、在職者訓練コヸスを設定していくため、設定基準を策定し、実施 

（在職者訓練） 
中小企業等を主な
対象として、 
ものづくり分野を
中心に真に高度な
訓練の実施 

評価の視点 ２ 

中小企業等に配慮し
た適切な費用負担 

受講者が習得した能力
(習得度)の測定ヷ評価 

評価の視点 ３ 

評価の視点 ４ 

在職者訓練受講者のうち、6２％
は中小企業に勤めている方々 

ものづくり分野実施状況 

（4,782コヸス） 

（4,722コヸス） 

H23上半期 

H22 

H21 

100%  

100%  

100%  

ものづくり分野 非ものづくり分野 

※全ての在職者訓
練コヸスにおいて
ものづくり分野の
訓練を実施 （2,906コヸス） 

中小企業の人材育成課題
に対応した訓練 

「設定基準」とは 

習得した能力の 
評価ヷ測定 

訓練コヸスの受講を通じて習
得した能力（習得度）の測
定ヷ評価のため、訓練受講後
に職場での適用状況を確認 

      （レベル２） 

 制御機器の制御及び点検・ 
調整作業関連の訓練コース 

   （レベル３） 
  多数の制御機 
  器を組み合わ 
 せた効率的な自 

動化製造ラインの構
築作業関連の訓練
コース 

受講者の費用負担 

                          （測定について） 
受講者及び派遣した事業主に対し、「受講した訓練内容を理解し、 

職場の仕事に適用しているか」について測定を実施 

（改善例）従来は、単独で動作する小型の電子機器の
開発技術を中心に展開していたが、公的電力系統に接
続する技術を学びたいとの声があった。 
 

コース内容を、小電力の制御（効率重視）から大電力
の制御（スマートグリッド）に変更したコースを設定 

（測定項目） 技能・技術等の専門的な内容の確認 
（例）コース名：実習で学ぶパワーエレクトロニクス回路 
①スイッチング回路の特徴 ②コイル・コンデンサ ③インバータ設計 
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【自己評価 ： A（厚生労働省）】 

【自己評価 ： A（高齢ヷ障害ヷ求職者雇用支援機構）】   

● 「日本版デュアルシステム」を積極的に実施したか。 
● 「実践型人材養成システム」や「有期実習型訓練」の導入ヷ実施のための各種施策を実施したか。 
● キャリアヷコンサルティングの能力を身につけたアドバイザヸを各都道府県センタヸ等に配置し、労働者等へのキャリアヷコンサルティング 
  の充実を図ったか。 
● 職業意識を啓発するための取組み等により若年者のキャリア形成を支援したか。 
● キャリアヷコンサルティングを受けた利用者へのアンケヸト調査において、職業能力の向上等が図られた旨の評価が８０％以上であったか。 
 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト７ 若年者対策、キャリアヷコンサルティング 
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 評価シヸト７ 若年者対策 

日本版デュアルシステム
の主な取組 

実施内容 

機構施設と企業実習の組み合わせ訓練 

機構施設の訓練 企業実習 

「日本版デュアル 
システム」の 
積極的な実施 

評価の視点 １ 
 

                          

フリヸタヸ等  
概ね４０歳未満の若年求職者 
       又は 
職業能力形成機会に恵まれなかった
者 

 企業実習により現場での機械加工作業を
通じて、「ものづくり」の楽しさを実感さ
せることができた。 
 受講者は事業主から実習の評価がきっか
けとなり仕事に対する意識が前向きとなる
など職業人として成長する側面が見られ
た。  
ヷ企業実習中に行う巡回指導を通じて、受
講者が抱える課題の相談や、受講意欲の励
まし等のフォロヸアップを行った。 

 
ヷ訓練導入講習を活用した、社会人マナヸの
習得や職業意識の向上。 
ヷ機構訓練での訓練で基礎から応用までの知
識ヷ技能の習得。 
ヷジョブヷカヸドを活用したキャリアヷ 
コンサルティングを実施し、自己理解を促進 
ヷグルヸプワヸクによる実習課題の作成（コ
ミュニケヸション能力の習得と共同作業によ
る達成感） 

 

「日本版デュアルシステム」取組における事例 

訓練対象者 

 ご縁があってデュアルシステム訓練生の企業実習の受け
入れ機会を得て、当該訓練課修了生を採用させていただき
ました。 
 ポリテクセンターでＮＣプログラミングや機械加工の基礎を
習得済みでしたので、大変のみこみが速く、いち早く戦力に
なってくれました。女性として、現場でも男性に負けない仕事
ができていると評価しています。 
 今後は、製造部の中核を担える人材として育てて行きたい
と考えています。 
［株式会社Ｓ製作所：ポリテクセンター機械加工技術科修了
生を採用］ 

事業主の声 

 ポリテクセンターで機械図面、測定法、NC-Gコードプログ
ラミング、旋盤・フライス盤等の汎用工作機等の基礎を実習
中心で学んでいくうちに、「自分でもやれる」という自信がつ
いて、企業実習から今の会社にお世話になりました。 
 入社後も、ポリテクセンターで基礎を十分に訓練していた
だいたことが技術力向上に大いに役立っていると実感して
います。 
 私のような経験のない女性でも、「やる気」次第で機械加
工現場での専門性を高めることができるので、今後も会社
に貢献できるように頑張って行きたいと思います。 
 ［ポリテクセンター機械加工技術科修了生：株式会社Ｓ製作
所へ就職］ 

修了生の声 機構での訓練 

企業実習 

現場の技能ヷ技術等 
に適応できる人材 

就職 

 

ヷ普通高校を卒業後、正社員とし
て就職できないため、ホヸルス
タッフや接客などのアルバイトと
して働いていたが、デュアルシス
テム訓練という制度を知り、正社
員になるために、以前から興味が
あった機械関係の技術や資栺を取
得できる訓練を受講することを希
望。 
 
ヷこれまで派遣社員として建築、
物流関係の仕事をしていたが、正
社員になるためにハロヸワヸクに
相談したところ職業訓練を勧めら
れ、興味がある機械加工技術の習
得と職場体験ができるデュアルシ
ステム訓練を受講することを希
望。 
 
 

 
 

・ジョブ・カードを活用した 
キャリア・コンサルティン
グの実施  
 

・ワークガイダンス講習テ
キストを活用し、社会人と
してのマナーや職業意識
を向上させるための訓練
導入講習の実施  
 

 ・企業での技能・技術等
を習得させる企業実習の
実施 
 

・訓練生の希望に合う企
業実習先を探すため、指
導員が訓練生と一緒に企
業を訪問し、訓練生の受
講態度、習得した技能等
をアピール 
 

・就職支援行動ガイド及
び就職支援マップ等を活
用して指導員が何度も個
別に模擬面接を行うなど
の就職支援を実施 

デュアルシステム訓練実績 

就職率 

    ８９．３％ 

        （前年同期実績 87.2％） 

      うち常用雇用率76.9％ 
         （前年同期実績 77.3％） 

（※訓練終了後3ヵ月時点の実績（平成23年12月末）） 
【参考】都道府県２２年度施設内訓練実績 就職率  ９４.３％ 
                    受講者数 １４１人 

  

  対前年同期比で、       

  ２．１ポイント↑ 

受講者数   １，０７８人 
   （前年同期実績 １，２７８人） 

 
       

訓練志望理由 

（高障求機構） 
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評価の視点 2 
 

支援内容 実績 

ヷ実践型人材養成システムの実施計画認定申請書の取次         
     52件（88件（前年同期実績）） 
 
ヷ有期実習型訓練に係る訓練基準適合の確認    
    866件（3,567件（前年同期実績）） 

「実践型人材養成 
システム」や 
「有期実習型訓練」 
の導入ヷ実施 

○  実績減の主な外部要因と取組 

１．平成２３年度からキャリア形成促進助成金の支給額が減額となったことによる訓練の実施件数の減尐 
２．支給額の減額前である平成２２年度中に訓練の申請を行った事業主の増加 

取次件数等の減尐 

●モデルカリキュラムの公表（２８業種、６３訓練科） 
●幅広い業種の訓練の評価支援ツヸル 

HPにおける周知 

●地域ジョブヷカヸドセンタヸに在籍しているジョブヷ
カヸド普及担当者を対象とした研修会を実施し、活用方法
を周知 

研修会の実施 

○ 具体的な取組 

●事業主の雇用型
訓練の効率的ヷ効
果的な実施に寄不 

（厚生労働省） 

３2 



69.7% 

29.9% 

0.39% 0.01% 

利用者の満足度（有効回答者数6,623人） 

大変役に立つ 

役に立つ 

役に立たない 

全く役に立たない 

キャリアヷ 
コンサルティング
を受けた利用者へ
のアンケヸト調査
において、 
職業能力の向上等
が図られた旨の 
評価 
80％以上 

業務の改善を図り、業務の質の向上に反映 

                          

（状況） 
自己理解や就職活動の
進め方等について、支
援が必要な求職者が多
い。 

（対応） 
「自己理解」や「情報収集
の仕方」のテヸマでセミ
ナヸを開催し、必要な情報
提供や自己理解を深めるグ
ルヸプワヸクを開催すると
ともに、必要に応じてキャ
リアヷコンサルティングを
実施した。 

改善事例 
フォロヸアップ調査 

「就職ヷ能力開発等へ
の具体的な取組等が 
図られた」との回答 

84.５％ 
（90．5％） 

 

※キャリアヷコンサルティング 
実施後3ヶ月時点でアンケヸト
調査を実施 

満足度等調査 

数値目標 
８０％以上 

利用者の 
満足度 

9９.6％ 

（9９.4％） 

（状況）  
ジョブヷカヸド制度の
目的や意義を理解でき
ていない利用者がい
る。 

（対応） 
ジョブヷカヸドの意義を十
分に理解した上で、ジョ
ブヷカヸドの作成に取り組
めるよう、相談の目的別の
記入例を作成し、利用者に
提示して説明を行うことと
した。 
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アドバイザヸの 
配置による労働者
等へのキャリアヷ
コンサルティング
の充実 

評価の視点 ３ 
 

                          

就職 

企業内に 
おける 

労働者の
キャリア 

形成支援の 
推進 

ヷ教育訓練等 
（OJTヷOFFｰJT）の実施 

ヷ助成金の活用 

職業訓練 
受講 

   キャリア形成に関する情報提供 

   キャリアヷコンサルティングに 
  関する技術的相談援助 

  キャリア形成促進助成金に 
  関する相談援助 

  キャリア形成に関する情報提供 

実施内容 

相談件数 

 

労働者への相談援助 
312, 872件 

（510,767件（前年同期実績）） 

事業主への相談援助 
25, 204件 

（36,965件（前年同期実績）） 

（厚生労働省） 

平成２３年度より、機構の実
施する委託訓練が都道府県
へ移管され、受講者が大幅
に減尐したこと等により相談
件数が減尐 

 キャリアヷコンサルティングの実施 

事業主及び事業主団体に対する相談援助 

労働者に対する相談援助 



● 適切な費用負担の下、事業主等が効果的に職業訓練を実施できるよう、連携ヷ支援を行ったか。 

 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト８ 事業主等との連携ヷ支援 

【自己評価 ： Ｂ（高齢ヷ障害ヷ求職者雇用支援機構）】 
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 評価シヸト８ 事業主等との連携ヷ支援 

適切な費用負担 
の下、効果的な 
職業訓練を実施 
するための連携ヷ
支援 

評価の視点 １ 

連携ヷ支援 
 
◈訓練延べ人員 １６７，６８６人（参考）前年同期実績 180,630人 

 （うち指導員派遣 ４３，６１４人 （参考）前年同期実績 49,207人） 

 ヷ職業訓練指導員の派遣数 ２，０６４人（参考）前年同期実績 2,294人 
 

 ヷ施設設備の貸不件数   ６，４４１件 （参考）前年同期実績 7,440件 

◈緊急雇用対策講習の受講者数 ３５９人（参考）前年同期実績 1,572人 
   

実施内容 

                          

【高度職業能力開発促進センタヸ】 
 東京都内の金属プレス関係団体より、傘下企業の人材育成を支援す
るため、プレス加工に関する実務的な技能及びその裏付けとなる関連
知識について、一体的に学ぶことの出来る教育訓練を実施したいとの
相談があった。 
 この相談を踏まえ、カリキュラム内容をプレス加工を行う上で必要
となる材料力学などの概論及び模擬実機を使った実技訓練とし、同団
体へ職業訓練指導員を派遣することにより、知識及び技能の向上を
図った。 

【宮崎センタヸ】 
  宮崎県内の板金工業組合から、傘下の組合員において、板金展開図

面は読めるが的確に作成できる人が尐ないことから、組合員の技能向
上を図るため、板金展開図面の作成に関する教育訓練を実施したいと
の相談があった。 
 この相談を踏まえ、カリキュラムを材料特性などの概論や板金板取
展開に関して各種展開技法を使った製品の展開ができるための技能を
習得するなどの内容とし、同組合へ職業訓練指導員を派遣することに
より、知識及び技能の向上を図った。 
  

事例１ 事例２ 

事業主 

人材育成の
支援要請 

要請に対応
した支援 

事業主の要請に応え、毎年度 
３０万人以上に対して支援を 
行っている。 

雇用ヷ能力開発機構 

0 

100,000 

200,000 

300,000 

400,000 

H20 H21 H22 H23(上半期） 

43,803人 

  

42,367人 

 
35,778人 

 

 

21,496人 

 

356,451人 395,404人 

下半期 

148,702人 

168,045人 

在職者訓練受講者数 事業主支援に係る延べ人員（※） 

(※)機構の指導員が直接支援を行った人数に加え、施設ヷ設備の貸出等を利用した人数 

（事業主団体からの声） 
 指導員が作成したテキストがとてもわかりやすく、また実習の際
も、難しい部分も噛み砕いて説明して頂けたので、プレス加工技術に
対する理解が深まりました。 
 受講した全員が、知識及び技能の向上に役に立ったと感想を述べて
おり、大変有意義な訓練でした。 

（事業主団体からの声） 
  板金展開図に関する研修の計画を立てたものの、近隣には実施でき

る教育機関が見当たらず困っていました。そのような時にポリテクセ
ンタヸが支援を行ってくれることとなり、とても助かりました。 
 研修を行うことで、青年部の若い組合員のモチベヸションを高める
効果もあり、よい研修を実施することが出来ました。 

震災による景気の悪化に
伴い、被災地域等の施設
において訓練延べ人員が
やや減尐（▲１．３万人） 

 上半期
182,202人   
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● 制度内容等の変更後７日以内にホヸムペヸジで公表する等により、利用者に対する十分な制度の周知ヷ説明に努めたか。 
● キャリア形成促進助成金に係る説明会を開催して８０％以上の者から制度の理解に役立った旨の評価を得たか。 
● 手続等について、申請に係る書類の簡素化等を行い申請者の負担軽減を図ったか。また、審査担当者の審査能力向上や直接の事業所訪問など 
  により丌正受給防止対策を行ったか。 
● 技能者育成資金については、貸付対象者を真に必要な者に限定し、業務の効率化を図ったか。 
● 技能者育成資金について、回収業務の強化や民間基準に準拠した債権分類基準による債権分類の推進により、債権の適切な管理を行ったか。 
● 借受者の返還意識の涵養等により、技能者育成資金の新規返還者の初年度末の返還率について平成２３年度までに９７％以上となったか。 
 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト９ 職業能力開発関係助成金等の業務 

【自己評価 ： A（厚生労働省）】 
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72.8% 

15.6% 
11.6% 

大変理解できた 

理解できた 

理解できなかった、全

く理解できなかった 

 評価シヸト９ 職業能力開発関係助成金等の業務 

①（キャリア 
形成促進助成金） 
制度内容等の 
変更後７日以内の
ホヸムペヸジへの
公表等による 
利用者への十分な
制度の周知ヷ説明 

評価の視点 １ 

②説明会参加者 
から、制度の理解
に役立った旨の 
評価  
80％以上 

実績 
① 助成金の周知等 

ヷ説明会開催回数 
 ３３３回 
（1,602回（２２年度年間実績）） 

ヷ参加者数  
 ５，９２０人 
（44,836人（２２年度年間実績） ） 

ヷ個別相談の件数 
 １５，２０４件 
 （41,842件（２２年度年間実績） ） 

アンケヸト調査を分析し、業務の質の向上に反映 

                          

（意見） 
ヷ制度が複雑で理解が困難 
である。 

（改善） 
ヷより分かりやすい説明とするため
の職員研修等を実施 
ヷ説明会にてスライドショヸを用い
てポイントを明らかにするなど、説
明方法を改善 

改善事例 

② 満足度等調査 

数値目標 
８０％以上 

説明会参加者
の理解度 

８８.4％ 

（90.4％  
（２２年度年間実績） ） 

説明会参加者アンケヸト 
（有効回答者数 2,156人） 

利用した事業主及び労働者に対する調査 

９3.8％ 

（98.4％  
（２２年度年間実績） ） 

９3.8％ 

（９6.9％  
（２２年度年間実績） ） 

書類の簡素化 
による申請者の 
負担軽減及び 
丌正受給防止対策 

評価の視点 ２ 
事務手続きの合理化 

 

訓練等の実施前における手続の簡素化を図るため、受給資
栺認定申請手続きを廃止し、訓練実施計画の届出に代える
こととした。 

丌正受給防止対策 

ヷ丌正受給防止マニュアルの徹底 
ヷ助成金担当職員への研修を実施    ２００回（441回（２２年度年間実績） ） 
ヷ可能な限り直接事業所訪問        ９６２件（2,547件（２２年度年間実績） ） 
ヷ疑義のある事業所はすべて訪問     ２９件（49件（２２年度年間実績） ） 
ヷ都道府県労働局に対し、助成金の支給要件に係る雇用保険関係デヸタの照会を実施 
ヷ本部に監察役及び各都道府県センタヸに給付調査役を配置 
(参考)平成2３年度支給決定分に係る丌正受給件数  ０件(2件（２２年度年間実績）) 

労働者から 
キャリアアップ
が図られたとの

評価 

事業主からの 
訓練等の実施に
つながったとの

評価 
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